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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第２四半期連結
累計期間

第38期
第２四半期連結

累計期間
第37期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 （千円） 15,067,730 17,317,241 32,873,573

経常利益 （千円） 460,357 915,067 2,372,999

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 311,599 661,433 1,908,851

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △1,541,625 1,432,358 767,014

純資産額 （千円） 25,960,091 29,360,210 28,268,732

総資産額 （千円） 43,008,881 47,249,454 46,118,583

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 23.92 50.77 146.51

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 60.3 62.1 61.2

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） 2,118,733 1,824,026 2,486,681

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △1,954,297 △409,744 △1,770,835

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △360,096 △482,528 △213,893

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 9,642,283 11,981,124 10,766,625

回次
第37期

第２四半期連結
会計期間

第38期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.06 23.81

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

- 1 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、総じて緩やかな回復基調で推移しました。米国では、雇用

環境の回復や企業収益の改善等により内需が底堅く推移しており、回復基調が持続しました。欧州では、企業

活動も改善傾向にあり、輸出の拡大や個人消費の堅調さを背景に緩やかな回復基調が持続しました。新興国経

済は、中国経済では各種政策の効果もあり回復の動きがみられ、その他の新興国についても、中国経済の回復

基調による需要拡大等もあり総じて緩やかな回復基調となりました。

一方、わが国経済は、企業の生産活動の回復が続き、堅調な雇用・所得情勢を受けて、個人消費も緩やかに

回復しており、総じて緩やかな回復基調が持続しました。

当社グループをとりまく経済環境は、国内においては、企業収益の改善や建築投資の増加等により、民間設

備投資は緩やかな回復基調で推移しました。海外においても、景気の持ち直し等により回復基調で推移しまし

た。当社の主要顧客である造船業界においては、昨年と比較して受注量は回復の兆しが見え始めていますが、

競争激化の影響もあり依然船価は低迷しており、厳しい状況が続きました。

このような状況のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は、アジ

ア地域での船舶用システム製品の売上は減少しましたが、国内、海外造船向けコンテナシリーズ船及びＬＮＧ

船並びに海外の鉄道関連向けの売上に加えて、機器製品の売上増加等もあり、173億17百万円と前年同期比

14.9％の増加となりました。利益面では、売上の増加及び昨年度に実施した本社移転等に関する経費の発生が

終了したこと等により、営業利益は７億74百万円と前年同期比87.8％の増益となり、経常利益は９億15百万円

と前年同期比98.8％の増益となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、６億61百万円と前年同期比

112.3％の増益となりました。

なお、製品別の連結売上高は、システム製品（配電制御システム等）が93億42百万円と前年同期比15.6％の

増加、機器製品（低圧遮断器等）が79億74百万円と前年同期比14.1％の増加となりました。

当社グループのシステム製品の連結受注高は、船舶用システム製品については、海外造船向けＬＮＧシリー

ズ船の受注があり、産業用システム製品については、国内火力プラント向けの受注がありましたが、全体的に

は前年同期と比べて低調に推移したことにより前年同期を13.0％下回る92億３百万円となりました。その結

果、連結受注残高は前連結会計年度末より１億39百万円減少し、177億87百万円となりました。

なお、機器製品は、計画生産を行っているため、上記受注高、受注残高には含めておりません。

当第２四半期連結累計期間におけるセグメント別の業績は以下のとおりであります。

「日本」

船舶用システム製品（船舶用配電制御システム等）は、国内、海外造船向けコンテナシリーズ船の売上に

加え、ＬＮＧ船の売上等もあり、売上は前年同期に比べ増加しました。

産業用システム製品（配電制御システム）は、コージェネレーションシステム等の分散型エネルギー関連

の売上は減少しましたが、海外の鉄道関連向けの売上等により、売上は前年同期に比べ増加しました。

医療関連機器製品は、医療機器については、ほぼ横ばいで推移しました。臨床検査機器については、堅調

に推移しました。その結果、医療関連機器製品全体では、売上は前年同期に比べ増加しました。

エンジニアリング及びライフサイクルサービスは、船舶向けの各種点検作業については、横ばいで推移し

ましたが、産業向けの更新工事については、減少しました。その結果、売上は前年同期に比べ減少しまし

た。

この結果、システム製品全体の売上は、前年同期に比べ増加となりました。
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機器製品（低圧遮断器等）は、国内向けについては、市況が緩やかに上向いてきたことにより売上は増加

しました。海外向けについては、東アジアの舶用市場向けは引き続き厳しい状況が続きましたが、オセアニ

ア地域の売上が増加したこと等により堅調に推移して、機器製品全体の売上は、前年同期に比べ増加しまし

た。

その結果、当セグメントの当第２四半期連結累計期間の売上高は122億38百万円と前年同期比28.5％の増

加、セグメント利益は６億75百万円と前年同期比114.1％の増益となりました。

「アジア」

船舶用システム製品（船舶用配電制御システム等）は、舶用市場の低迷による物件の減少及び納期遅延等

により、売上は前年同期に比べ減少しました。

機器製品（低圧遮断器等）は、マレーシア国内向け及び他の地域向けについても堅調に推移したことによ

り、売上は前年同期に比べ増加しました。

その結果、当セグメントの当第２四半期連結累計期間の売上高は30億83百万円と前年同期比21.7％の減

少、セグメント利益は４億円と前年同期比18.5％の減益となりました。

「ヨーロッパ」

機器製品（低圧遮断器等）は、英国内は若干減少しましたが、ユーロ圏及び中近東向けの需要が好調に推

移したことに加え、エンジニアリング及びライフサイクルサービスも堅調に推移したことにより、売上は前

年同期に比べ増加しました。

その結果、当セグメントの当第２四半期連結累計期間の売上高は19億95百万円と前年同期比24.9％の増

加、セグメント利益は99百万円と前年同期比158.0％の増益となりました。

（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における財政状態は、受取手形及び売掛金が前期末比９億99百万円減少した一

方、現金及び預金が前期末比12億26百万円及びたな卸資産が前期末比８億70百万円それぞれ増加したこと等に

より、流動資産は前期末比11億49百万円増の338億93百万円となりました。固定資産では、退職給付に係る資産

が前期末比69百万円及び投資有価証券が前期末比59百万円それぞれ増加した一方、有形固定資産が前期末比１

億46百万円減少したこと等により、前期末比18百万円減の133億56百万円となりました。

この結果、当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前期末比11億30百万円増の472億49百万円とな

りました。

負債の部では、その他の流動負債が前期末比２億99百万円及び未払費用が前期末比１億68百万円それぞれ増

加したこと等により、流動負債は前期末比４億12百万円増の129億68百万円となりました。固定負債では、長期

借入金が前期末比２億87百万円及びその他の固定負債が前期末比１億23百万円それぞれ減少したこと等によ

り、前期末比３億73百万円減の49億20百万円となりました。

この結果、負債合計は前期末比39百万円増の178億89百万円となりました。

純資産の部では、親会社株主に帰属する四半期純利益６億61百万円の計上等により利益剰余金が前期末比３

億22百万円増加し、加えて、為替換算調整勘定が前期末比７億39百万円増加したこと等により、純資産合計は

前期末比10億91百万円増の293億60百万円となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ12億14百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には119億81百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は18億24百万円（前年同期は21億18百万円の収入）となりました。これは、主

に税金等調整前四半期純利益９億33百万円及び売上債権の減少による収入12億25百万円並びにその他の負債の

増加による収入２億52百万円、法人税等の支払による支出３億67百万円及びたな卸資産の増加による支出７億

56百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は４億９百万円（前年同期は19億54百万円の支出）となりました。これは、主

に有形固定資産の取得による支出４億４百万円及び関係会社の清算に伴う収入28百万円等によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は４億82百万円（前年同期は３億60百万円の支出）となりました。これは、主

に長期借入金の返済による支出２億96百万円及び配当金の支払いによる支出１億82百万円等によるものであり

ます。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

（5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億83百万円であります。な

お、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 52,000,000

計 52,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月14日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 13,030,000 13,030,000
東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

単元株式数

100株

計 13,030,000 13,030,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 13,030,000 － 1,236,640 － 2,244,650
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（６）【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社寺崎 大阪市淀川区西宮原一丁目８番29号 2,200,600 16.88

寺崎泰造 大阪市阿倍野区 1,115,680 8.56

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,027,300 7.88

テラサキトラスト株式会社 大阪市淀川区西宮原一丁目８番29号 866,000 6.64

荒巻かおり 東京都目黒区 738,100 5.66

テラサキ従業員持株会 大阪市平野区加美東六丁目13番47号 699,819 5.37

寺崎雄造 兵庫県西宮市 677,400 5.19

株式会社芳山社 大阪市淀川区西宮原一丁目８番29号 653,600 5.01

テラサキ共栄会 大阪市平野区加美東六丁目13番47号 552,700 4.24

有限会社アーク 大阪市淀川区西宮原一丁目８番29号 400,000 3.06

計 － 8,931,199 68.54

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,027,700 130,277

権利内容になんら限定

の無い当社における標

準となる株式

単元未満株式 普通株式 1,300 － －

発行済株式総数 13,030,000 － －

総株主の議決権 － 130,277 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式21株が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

寺崎電気産業㈱
大阪市平野区加美東

六丁目13番47号
1,000 － 1,000 0.00

計 － 1,000 － 1,000 0.00

（注）単元未満株式21株は自己名義所有株式数に含まれておりません。

- 6 -



２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,754,606 11,981,124

受取手形及び売掛金 13,459,772 12,459,957

有価証券 12,018 －

商品及び製品 2,791,665 3,098,650

仕掛品 3,113,563 3,593,996

原材料及び貯蔵品 1,716,256 1,799,026

繰延税金資産 538,708 617,684

その他 649,778 617,855

貸倒引当金 △292,433 △275,125

流動資産合計 32,743,936 33,893,169

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,613,783 8,665,787

減価償却累計額 △3,446,295 △3,608,564

建物及び構築物（純額） 5,167,487 5,057,223

機械装置及び運搬具 5,532,613 5,803,128

減価償却累計額 △4,590,554 △4,832,110

機械装置及び運搬具（純額） 942,058 971,018

工具、器具及び備品 6,927,768 7,200,095

減価償却累計額 △6,497,200 △6,643,976

工具、器具及び備品（純額） 430,567 556,118

土地 2,747,995 2,748,588

リース資産 63,015 67,516

減価償却累計額 △56,527 △60,351

リース資産（純額） 6,488 7,165

建設仮勘定 444,618 252,191

有形固定資産合計 9,739,215 9,592,305

無形固定資産

その他 214,481 201,370

無形固定資産合計 214,481 201,370

投資その他の資産

投資有価証券 528,637 588,523

退職給付に係る資産 2,463,969 2,533,320

繰延税金資産 254,043 255,636

その他 306,464 316,777

貸倒引当金 △132,164 △131,648

投資その他の資産合計 3,420,949 3,562,609

固定資産合計 13,374,647 13,356,285

資産合計 46,118,583 47,249,454
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,770,858 3,794,591

電子記録債務 2,958,062 2,901,414

短期借入金 580,000 580,000

1年内返済予定の長期借入金 592,780 584,230

未払法人税等 370,204 374,135

製品保証引当金 113,395 95,598

未払費用 2,123,302 2,291,808

その他 2,046,909 2,346,719

流動負債合計 12,555,513 12,968,498

固定負債

長期借入金 3,689,770 3,401,930

繰延税金負債 586,066 607,784

退職給付に係る負債 508,755 524,593

その他 509,746 386,437

固定負債合計 5,294,338 4,920,745

負債合計 17,849,851 17,889,244

純資産の部

株主資本

資本金 1,236,640 1,236,640

資本剰余金 2,244,650 2,244,650

利益剰余金 24,215,902 24,537,955

自己株式 △1,433 △1,433

株主資本合計 27,695,759 28,017,811

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 183,353 217,945

為替換算調整勘定 △877,053 △137,564

退職給付に係る調整累計額 1,228,534 1,227,060

その他の包括利益累計額合計 534,835 1,307,441

非支配株主持分 38,137 34,956

純資産合計 28,268,732 29,360,210

負債純資産合計 46,118,583 47,249,454

- 10 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

売上高 15,067,730 17,317,241

売上原価 10,508,726 12,605,140

売上総利益 4,559,003 4,712,101

販売費及び一般管理費 ※ 4,146,712 ※ 3,937,692

営業利益 412,290 774,408

営業外収益

受取利息 48,702 53,023

受取配当金 7,672 6,585

デリバティブ評価益 － 44,383

為替差益 85,064 16,459

その他 55,091 32,531

営業外収益合計 196,531 152,982

営業外費用

支払利息 15,002 12,135

デリバティブ評価損 132,902 －

その他 559 187

営業外費用合計 148,464 12,323

経常利益 460,357 915,067

特別利益

固定資産売却益 2,346 1,251

関係会社清算益 － 25,971

特別利益合計 2,346 27,223

特別損失

固定資産売却損 101 －

固定資産除却損 29,630 8,561

特別損失合計 29,732 8,561

税金等調整前四半期純利益 432,971 933,729

法人税、住民税及び事業税 323,131 286,437

法人税等調整額 △202,233 △12,460

法人税等合計 120,898 273,977

四半期純利益 312,073 659,752

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
473 △1,680

親会社株主に帰属する四半期純利益 311,599 661,433
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

四半期純利益 312,073 659,752

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △44,782 34,591

為替換算調整勘定 △1,738,017 739,488

退職給付に係る調整額 △70,898 △1,474

その他の包括利益合計 △1,853,699 772,606

四半期包括利益 △1,541,625 1,432,358

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,542,099 1,434,039

非支配株主に係る四半期包括利益 473 △1,680

- 12 -



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 432,971 933,729

減価償却費 398,060 515,851

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △144,611 △72,747

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 5,485 17,657

引当金の増減額（△は減少） 71,933 △11,755

受取利息及び受取配当金 △56,375 △59,608

支払利息 15,002 12,135

売上債権の増減額（△は増加） 2,414,021 1,225,597

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,072,618 △756,465

仕入債務の増減額（△は減少） △280,751 △65,459

その他の負債の増減額（△は減少） 735,895 252,797

その他の資産の増減額（△は増加） 154,482 134,788

その他 29,472 8,861

小計 2,702,968 2,135,384

利息及び配当金の受取額 42,446 72,970

利息の支払額 △15,008 △17,280

法人税等の支払額 △611,673 △367,047

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,118,733 1,824,026

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △898 △11,950

有形固定資産の取得による支出 △1,935,954 △404,012

有形固定資産の売却による収入 2,305 435

関係会社の清算による収入 － 28,971

その他の収入 911 198

その他の支出 △20,661 △23,387

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,954,297 △409,744

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,280,000 1,260,000

短期借入金の返済による支出 △1,280,000 △1,260,000

長期借入金の返済による支出 △199,700 △296,390

配当金の支払額 △156,347 △182,405

その他 △4,049 △3,732

財務活動によるキャッシュ・フロー △360,096 △482,528

現金及び現金同等物に係る換算差額 △856,440 294,840

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,052,101 1,226,593

現金及び現金同等物の期首残高 10,694,385 10,766,625

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
－ △12,094

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 9,642,283 ※ 11,981,124
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（１）連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度において連結子会社であったTERASAKI DO BRASIL LTDA.は、重要性が低下したため、第１四

半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

従業員給料及び手当 1,205,622千円 1,251,773千円

貸倒引当金繰入額 70,033 △4,453

退職給付費用 63,167 87,566

研究開発費 420,099 383,347

減価償却費 193,707 201,729

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 9,638,356千円 11,981,124千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券）
9,983 －

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,056 －

現金及び現金同等物 9,642,283 11,981,124

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 156,347 12 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 182,405 14 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
日本 アジア ヨーロッパ 計

売上高

外部顧客への売上高 9,523,015 3,939,775 1,597,146 15,059,937 7,792 15,067,730

セグメント間の内部売上高又
は振替高

1,772,099 1,274,281 5,022 3,051,402 － 3,051,402

計 11,295,114 5,214,057 1,602,168 18,111,340 7,792 18,119,132

セグメント利益又は損失（△） 315,664 492,072 38,462 846,199 △10,373 835,826

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米の現地法人の事業活

動を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 846,199

「その他」の区分の損失（△） △10,373

セグメント間取引消去 73,009

全社費用（注） △496,545

四半期連結損益計算書の営業利益 412,290

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
日本 アジア ヨーロッパ 計

売上高

外部顧客への売上高 12,238,534 3,083,193 1,995,513 17,317,241 － 17,317,241

セグメント間の内部売上高又
は振替高

1,870,800 1,744,953 14,986 3,630,740 － 3,630,740

計 14,109,334 4,828,147 2,010,499 20,947,982 － 20,947,982

セグメント利益 675,870 400,964 99,249 1,176,084 － 1,176,084

（注）前連結会計年度まで「その他」の区分に含んでおりました連結子会社TERASAKI DO BRASIL LTDA.(ブ

ラジル リオデジャネイロ)は、重要性が低下したため、第１四半期連結累計期間より連結の範囲か

ら除外しております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,176,084

セグメント間取引消去 28,428

全社費用（注） △430,104

四半期連結損益計算書の営業利益 774,408

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 23円92銭 50円77銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
311,599 661,433

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
311,599 661,433

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,028 13,028

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年11月13日

寺崎電気産業株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 廣田 壽俊 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 仲下 寛司 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている寺崎電気産業株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、寺崎電気産業株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。




